
１　人　口

（１）年齢３区分

平成31年4月1日 令和2年4月1日 令和3年4月1日 令和4年4月1日 令和5年4月1日

総　　　数 142,143 141,655 141,119 140,995 141,233

15歳未満 16,591 16,160 15,707 15,309 14,967

15歳～64歳 85,171 84,635 84,271 84,389 84,796

65歳以上 40,381 40,860 41,141 41,297 41,470

高齢化率 28.41% 28.84% 29.15% 29.29% 29.36%

（２）計画値との比較（計画値は10月１日を基準としています。）

総　　　数 １５歳未満 １５歳～６４歳 ６５歳以上 高齢化率

令和4年10月1日 141,412 15,141 84,808 41,463 29.32%

計画値 139,733 15,252 83,634 40,847 29.23%

比較（率） 101.2% 99.3% 101.4% 101.5% 100.3%

（３）第１号被保険者数

令和３年度末 令和４年度中増 令和４年度中減 令和４年度末

40,791 1,906 1,792 40,905

（４）第１号被保険者増減内訳

転入 職権復活 ６５歳到達 適用除外非該当 その他 計

299 0 1,603 2 2 1,906 

転出 職権喪失 死亡 適用除外該当 その他 計

234 5 1,547 1 5 1,792 

２　所得段階別第１号被保険者数

（令和４年度）

所得段階 保険料 被保険者数 構成比 計画値被保険者数 構成比 比較（率）

第１段階 13,900 基準額×０．２０ 6,893 16.9% 7,190 17.6% 95.9%

第２段階 34,800 基準額×０．５０ 2,921 7.1% 2,819 6.9% 103.6%

第３段階 48,700 基準額×０．７０ 2,797 6.8% 2,655 6.5% 105.3%

第４段階 62,600 基準額×０．９０ 5,429 13.3% 6,005 14.7% 90.4%

第５段階 69,600 基準額 5,183 12.7% 5,147 12.6% 100.7%

第６段階 80,000 基準額×１．１５ 5,682 13.9% 5,556 13.3% 102.3%

第７段階 87,000 基準額×１．２５ 6,346 15.5% 5,842 14.3% 108.6%

第８段階 104,400 基準額×１．５０ 2,888 7.1% 2,860 7.0% 101.0%

第９段階 111,300 基準額×１．６０ 868 2.1% 1,103 2.7% 78.7%

第10段階 118,300 基準額×１．７０ 570 1.4% 531 1.3% 107.3%

第11段階 125,200 基準額×１．８０ 336 0.8% 245 0.6% 137.1%

第12段階 132,200 基準額×１．９０ 216 0.5% 204 0.5% 105.9%

第13段階 139,200 基準額×２．００ 776 1.9% 694 1.7% 111.8%

計 40,905 100.0% 40,851 100.0% 100.1%

※例年同様、第１段階が最も多く、次に第７段階が多くなっています。

 　被保険者の総数は、計画値より54人（0.1％）多くなっています。

※総人口は減少に歯止めがかかっていますが、高齢者人口の増加及び15歳未満人口の減少により、高
　齢化率は前年度から0.07％上昇しています。

※第８次計画策定時の計画値に比べ、実績では15歳以上の人口が多くなっています。高齢化率も想定よ
　り高くなっています。

増
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３　保険料収納状況

（令和４年度）

区　　分 調定額 収納額 収納率 不納欠損額 未収額

特別徴収 2,394,227,600 2,394,227,600 100.0% 0 0

普通徴収 272,311,300 244,458,192 89.8% 0 27,853,108

計 2,666,538,900 2,638,685,792 99.0% 0 27,853,108

特別徴収

普通徴収 56,992,193 10,971,356 19.3% 13,075,006 32,945,831

計 56,992,193 10,971,356 19.3% 13,075,006 32,945,831

特別徴収 2,394,227,600 2,394,227,600 100.0% 0 0

普通徴収 329,303,493 255,429,548 77.6% 13,075,006 60,798,939

計 2,723,531,093 2,649,657,148 97.3% 13,075,006 60,798,939

※現年度分の収納率は、普通徴収分が前年度と比較して0.4％上昇しています。

※滞納繰越分の収納率は3.1％上昇しており、現年度分と合わせた全体の合計は0.4％上昇しています。

（令和３年度）

区　　分 調定額 収納額 収納率 不納欠損額 未収額

特別徴収 2,391,279,600 2,391,279,600 100.0% 0 0

普通徴収 261,524,900 233,792,806 89.4% 0 27,732,094

計 2,652,804,500 2,625,072,406 99.0% 0 27,732,094

特別徴収

普通徴収 66,461,916 10,792,118 16.2% 26,617,599 29,052,199

計 66,461,916 10,792,118 16.2% 26,617,599 29,052,199

特別徴収 2,391,279,600 2,391,279,600 100.0% 0 0

普通徴収 327,986,816 244,584,924 74.6% 26,617,599 56,784,293

計 2,719,266,416 2,635,864,524 96.9% 26,617,599 56,784,293

４　介護認定調査件数

（令和４年度）

職員 調査員 委託 計

新規認定 2,075 0 0 2,075 

更新認定 0 1,064 2,054 3,118 

区分変更 235 355 0 590 

計 2,310 1,419 2,054 5,783 

構成比 39.9% 24.5% 35.5% 100.0%

※新規認定者数は、前年度と比較して210人（11.3％）増加しています。

 　更新認定者数については、前年度と比較して58人（1.9％）増加しています。

（令和３年度）

職員 調査員 委託 計

新規認定 1,860 0 5 1,865 

更新認定 12 1,066 1,982 3,060 

区分変更 540 0 2 542 

計 2,412 1,066 1,989 5,467 

構成比 44.1% 19.5% 36.4% 100.0%

現年度分

滞納繰越分

合　　計

現年度分

滞納繰越分

合　　計
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（１）居宅介護（予防）サービス受給者数

（２）地域密着型サービス受給者数

５　要介護・要支援認定者数（３月末現在）

（令和４年度）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計

第１号被保険者 556 796 1,352 1,687 1,480 1,150 879 570 5,766 7,118 
第２号被保険者 16 12 28 28 28 26 15 12 109 137 

計 572 808 1,380 1,715 1,508 1,176 894 582 5,875 7,255 

構成比 7.9% 11.1% 19.0% 23.6% 20.8% 16.2% 12.3% 8.0% 81.0% 100.0%

計画値 515 718 1,233 1,662 1,492 1,110 877 688 5,829 7,062 

比較（率） 111.1% 112.5% 111.9% 103.2% 101.1% 105.9% 101.9% 84.6% 100.8% 102.7%

※要介護･要支援認定者数については、前年度と比較して259人（3.7％）増加しています。

 　計画値と比較すると193人（2.7％）多く、中でも要支援者数は147人（11.9％）多くなっています。

（令和３年度）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計

第１号被保険者 520 710 1,230 1,622 1,476 1,119 847 564 5,628 6,858 
第２号被保険者 13 9 22 30 32 27 12 15 116 138 

計 533 719 1,252 1,652 1,508 1,146 859 579 5,744 6,996 

構成比 7.6% 10.3% 17.9% 23.6% 21.6% 16.4% 12.3% 8.3% 82.1% 100.0%

６　居宅介護（予防）・施設サービス受給者数（３月月報）

（令和４年度）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計

第１号被保険者 140 283 423 1,176 1,127 620 386 211 3,520 3,943 
第２号被保険者 4 4 8 22 26 12 8 2 70 78 

計 144 287 431 1,198 1,153 632 394 213 3,590 4,021 

構成比 3.6% 7.1% 10.7% 29.8% 28.7% 15.7% 9.8% 5.3% 89.3% 100.0%

※居宅介護（予防）サービス受給者数については、前年度同時期と比較して87人（2.2％）増加しています。

（令和３年度）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計

第１号被保険者 121 264 385 1,167 1,093 618 367 223 3,468 3,853 
第２号被保険者 3 3 6 24 23 18 6 4 75 81 

計 124 267 391 1,191 1,116 636 373 227 3,543 3,934 

構成比 3.2% 6.8% 9.9% 30.3% 28.4% 16.2% 9.5% 5.8% 90.1% 100.0%

（令和４年度）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計

第１号被保険者 0 3 3 242 231 180 112 57 822 825 
第２号被保険者 0 0 0 3 2 1 0 1 7 7 

計 0 3 3 245 233 181 112 58 829 832 

構成比 0.0% 0.4% 0.4% 29.4% 28.0% 21.8% 14.6% 7.0% 99.6% 100.0%

※地域密着型サービス受給者数については、前年度同時期と比較して10人(1.2％)増加しています。
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（３）施設サービス受給者数

（令和３年度）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計

第１号被保険者 1 3 4 218 233 187 101 69 808 812 
第２号被保険者 0 0 0 3 3 4 0 0 10 10 

計 1 3 4 221 236 191 101 69 818 822 

構成比 0.1% 0.4% 0.5% 26.9% 28.7% 23.2% 12.3% 8.4% 99.5% 100.0%

（令和４年度）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム） 15 54 256 234 134 693 

第１号被保険者 15 54 252 233 132 686 

第２号被保険者 0 0 4 1 2 7 

構成比 2.2% 7.8% 36.9% 33.8% 19.3% 100.0%

介護老人保健施設 57 88 118 117 105 485 

第１号被保険者 57 88 115 115 102 477 

第２号被保険者 0 0 3 2 3 8 

構成比 11.8% 18.1% 25.4% 24.1% 21.6% 100.0%

介護医療院 3 2 3 8 25 41 

第１号被保険者 3 2 2 8 25 40 

第２号被保険者 0 0 1 0 0 1 

構成比 7.3% 4.9% 7.3% 19.5% 61.0% 100.0%

計 75 144 377 359 264 1,219 

構成比 6.2% 11.8% 30.9% 29.5% 21.7% 100.0%

※介護老人福祉施設については、前年度と比較して25人（3.5％）減少しています。

 　介護老人保健施設については、前年度と比較して27人（5.9％）増加しています。

 　介護医療院については、市内に１施設が新設された影響で、34人（485.7％）増加しています。

（令和３年度）

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

介護老人福祉施設
（特別養護老人ホーム） 11 58 223 239 187 718 

第１号被保険者 11 58 222 237 185 713 

第２号被保険者 0 0 1 2 2 5 

構成比 2.7% 8.1% 31.1% 33.3% 24.6% 100.0%

介護老人保健施設 60 95 109 106 88 458 

第１号被保険者 60 95 105 103 80 443 

第２号被保険者 0 0 4 3 8 15 

構成比 13.1% 20.7% 23.8% 23.1% 18.5% 100.0%

介護医療院 0 0 0 0 7 7 

第１号被保険者 0 0 0 0 6 6 

第２号被保険者 0 0 0 0 1 1 

構成比 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 100.0%

計 71 153 332 345 282 1,183 

構成比 6.0% 12.9% 28.1% 29.2% 23.8% 100.0%

4



７　保険給付支払い状況

８　日常生活支援総合事業

（令和４年度） （単位：千円）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計
居宅介護サービス 38,588 91,511 130,099 978,708 1,297,480 1,174,954 910,148 609,939 4,971,229 5,101,328
地域密着サービス 133 4,577 4,710 201,525 330,499 410,824 308,824 198,572 1,450,244 1,454,954
施設サービス 0 0 ‐ 206,032 436,717 1,104,204 1,208,279 948,255 3,903,487 3,903,487

計 38,721 96,088 134,809 1,386,265 2,064,696 2,689,982 2,427,251 1,756,766 10,324,960 10,459,769

※保険給付費全体では、前年度と比較して180,054千円（1.8％）増加しています。

 　居宅介護サービスでは、108,293千円（2.2％）増加しています。

 　地域密着型サービスでは、85,218千円（5.5％）減少しています。

 　施設サービスでは、156,979千円（4.2％）増加しています。

（令和３年度） （単位：千円）

要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 総計
居宅介護サービス 38,460 97,008 135,468 949,834 1,289,916 1,146,224 836,364 635,229 4,857,567 4,993,035
地域密着サービス 396 4,270 4,666 191,383 343,482 479,498 300,458 220,685 1,535,506 1,540,172
施設サービス ‐ ‐ ‐ 197,714 435,962 965,273 1,134,621 1,012,938 3,746,508 3,746,508

計 38,856 101,278 140,134 1,338,931 2,069,360 2,590,995 2,271,443 1,868,852 10,139,581 10,279,715

（令和４年度）

給付費（千円） 年間件数

訪問型サービス（訪問介護相当サービス） 24,372 1,909件

訪問型サービス（緩和した基準によるサービス） 110 87件

通所型サービス（通所介護相当サービス） 114,364 5,253件

通所型サービス（緩和した基準によるサービス） 14,104 1,229件

介護予防ケアマネジメント 26,624 5,572件

高額介護予防・生活支援サービス費 221 117件

審査支払手数料（１件57円） 796 13,963件

計 180,591

※前年度と比較して全体で18,767千円（11.6％）増加していますが、訪問型サービスは減少しています。

　通所型サービス（緩和した基準によるサービス）が、6,489千円（85.2％）増加しています。

（令和３年度）

給付費（千円） 年間件数

訪問型サービス（訪問介護相当サービス） 26,391 1,963件

訪問型サービス（緩和した基準によるサービス） 122 97件

通所型サービス（通所介護相当サービス） 103,324 4,802件

通所型サービス（緩和した基準によるサービス） 7,615 675件

介護予防ケアマネジメント 23,352 4,931件

高額介護予防・生活支援サービス費 315 119件

審査支払手数料（１件57円） 705 12,371件

計 161,824
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９　介護保険事業費の収入と支出の内訳

（令和４年度）

収入 支出

単位：千円、％ 単位：千円、％
国の負担 2,515,011 21.7 居宅介護サービス 5,101,328 44.1
県の負担 1,682,109 14.5 地域密着型サービス 1,454,954 12.5
市の負担 1,458,711 12.6 施設サービス 3,903,487 33.7

第２号被保険者の保険料 3,063,530 26.4 審査支払手数料 9,674 0.1
第１号被保険者の保険料 2,647,205 22.9 高額サービス 319,944 2.8

低所得者保険料軽減負担金 163,127 1.4 特定入所者介護サービス 357,195 3.1
保険者機能強化推進交付金等 44,068 0.4 日常生活支援総合事業 180,591 1.5

その他の収入 3,496 0.1 一般介護予防事業 54,926 0.5
合　　計 11,577,257 100.0 包括的支援事業・任意事業 195,158 1.7

合　　計 11,577,257 100.0
〇負担割合について

■第８期（R3～R５）介護給付費及び地域支援事業費の負担割合
介護給付費 国負担 県負担 市負担 2号被保険者 1号被保険者
居宅給付費 25.0% 12.5% 12.5% 27.0% 23.0%
施設給付費 20.0% 17.5% 12.5% 27.0% 23.0%

地域支援事業 国負担 県負担 市負担 2号被保険者 1号被保険者
介護予防・日常生活支援総合事業 25.0% 12.5% 12.5% 27.0% 23.0%
包括的支援事業・任意事業 38.5% 19.25% 19.25% 0.0% 23.0%

〇低所得者保険料軽減負担金

所得段階 軽減前保険料 軽減後保険料 軽減額 軽減対象者数
第1段階 27,800円 13,900円 13,900円 7,171人
第2段階 52,200円 34,800円 17,400円 3,061人
第3段階 52,200円 48,700円 3,500円 2,911人

〇その他の収入

　 収入につきましては、国・県･市・第2号被保険者（40歳～64歳）の保険料・第１号被保険者（65歳以
上）の保険料により賄うことが原則となっており、それぞれの負担割合が決まっておりますが、事業ごとの
負担割合や、国の調整交付金、平成27年度から消費税を財源とした低所得者保険料軽減負担金が交
付されること等により、全体の負担割合は上記のとおりとなっています。

　平成27年度から、これまでの公費負担とは別枠で公費を投入し、低所得者の保険料軽減を
図っているのものです。

　給付費の不足財源を補うための介護給付費準備基金の取崩し、保険料東日本大震災の被
災者に係る保険料や利用者負担の減免に対して受けた国の補助金等です。

※介護保険給付費及び介護予防・日常生活支援総合事業における国負担のうち、5％は財政調整交付
金です。調整交付金とは75歳以上高齢者人口の比率や高齢者の所得水準による保険料水準の格差を
調整するために国から交付され、全国平均５％となります。令和4年度の本市の交付率は3.44％です。
　介護予防訪問介護、介護予防通所介護については、平成29年度から市町村が実施する地域支援事
業の日常生活支援総合事業に移行したため、上記上段表の介護給付費の居宅給付費から、上記下段
表地域支援事業の介護予防・日常生活支援総合事業になりましたが、国等の負担割合は同じ負担割合
です。

国の負担

県の負担

市の負担

第２号被保

険者の保

険料

第１号被保

険者の保

険料

軽減負担金 その他の収入

機能強化交

付金等

居宅介護

サービス
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（令和３年度）

〇調整交付金交付率：3.8％

収入 支出

単位：千円、％ 単位：千円、％
国の負担 2,464,223 21.6 居宅介護サービス 4,993,035 43.8
県の負担 1,653,646 14.5 地域密着型サービス 1,540,172 13.5
市の負担 1,436,126 12.6 施設サービス 3,746,508 32.9

第２号被保険者の保険料 3,029,841 26.5 審査支払手数料 9,294 0.1
第１号被保険者の保険料 2,618,486 22.9 高額サービス 320,752 2.8

低所得者保険料軽減負担金 161,144 1.4 特定入所者介護サービス 411,247 3.6
保険者機能強化推進交付金等 43,115 0.4 日常生活支援総合事業 161,825 1.4

その他の収入 317 0.1 一般介護予防事業 50,427 0.4
合　　計 11,406,898 100.0 包括的支援事業・任意事業 173,638 1.5

合　　計 11,406,898 100.0

〇低所得者保険料軽減負担金
所得段階 軽減前保険料 軽減後保険料 軽減額 軽減対象者数
第1段階 26,800円 13,400円 13,400円 7,077人
第2段階 50,400円 33,600円 16,800円 2,815人
第3段階 50,400円 47,000円 3,400円 2,684人

〇その他の収入

10　介護保険事業費と負担割合の３年ごとの推移 単位：千円、％

平成18年度 平成21年度 平成24年度 平成27年度 平成30年度 令和３年度

介護保険事業費 5,334,983 6,603,328 7,974,944 9,458,736 10,454,089 11,406,898

国の負担 1,194,363 22.4 1,404,077 21.3 1,684,211 21.1 2,039,943 21.6 2,284,078 21.9 2,464,223 21.6

県の負担 774,504 14.5 984,882 14.9 1,186,479 14.9 1,379,010 14.6 1,513,904 14.5 1,653,646 14.5

市の負担 668,116 12.5 827,060 12.5 1,001,499 12.6 1,191,153 12.6 1,315,988 12.6 1,436,126 12.6

第２号 1,619,005 30.4 1,971,723 29.9 2,290,953 28.7 2,602,276 27.5 2,780,444 26.6 3,029,841 26.5

第１号 1,078,995 20.2 1,373,319 20.8 1,811,770 22.7 2,164,445 22.9 2,522,951 24.1 2,618,486 22.9

軽減負担金 20,850 0.2 23,222 0.2 161,144 1.4

その他の収入 42,267 0.6 32 0.0 61,059 0.6 13,502 0.1 43,432 0.5

合　　計 5,334,983 100.0 6,603,328 100.0 7,974,944 100.0 9,458,736 100.0 10,454,089 100.0 11,406,898 100.0

　その他の収入は、東日本大震災の被災者に係る保険料や利用者負担の減免に対して受け
た国の補助金等です。
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